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商法改正の動向／
谷口　義衆議院議員
（３月８日政経懇談会）

３月８日の政経懇談会では、公明党の谷口
　義副幹事長を招き、株主代表訴訟制度の
見直しを柱とするコーポレート・ガバナン
スに関する商法改正問題の検討状況等につ
いて話を聞いた

【公認会計士としては初の国会議員】
　私は20年以上にわたって公認会計士をやってき

た。公認会計士としては初の国会議員である。振り

返ってみると、公認会計士としての経験が今も非常に

役に立っているように思う。昭和50年代以降、大手

企業が一斉にエクイティ・ファイナンスを実施した折
には、債券発行のための目論見書を作成する作業に関

わった。企業の海外での資金調達に携わったりもし

た。また上場企業約40社の監査を担当していた。各

業界を取り巻く環境等についてもいろいろと勉強す
ることができ、現在もそのような経験が非常に役に

立っている。その他、金融機関のシステム監査や与信

の審査体制のチェックなども手がけた。このような

「現場」経験に基づき、現在は公明党の金融問題調査プ

ロジェクトの座長を務めている。
　衆議院の法務委員会では、商法関係の問題が取り上

げられる時には、公明党からは私が質問に立ってい

る。党の企業法制に関するプロジェクトの座長も務め

ている。なお、党のプロジェクトでは、現在、コーポ
レート・ガバナンスの問題を中心に取り組んでいる。

【商法改正にあたって】　～企業会計の観点から～

　昨年、商法は制定後100周年を迎えた。ご存知の

通り、わが国の商法はドイツ法を基礎とし、債権者保
護の立場に立脚した法律となっている。一方で、証券

取引法はアメリカ法をベースとし、投資家保護の立

場に立った法律である。従来から、この証券取引法と

商法との間にギャップが指摘されている。
　企業会計の分野においても、従来から商法との調

整が行われてきた。現行商法は債権者保護の立場で

あるので、清算価値をベースに企業価値を算定する

ことになっている。これに対して、企業会計の世界で

は、事業の継続を前提に、発生主義を原則としてい
る。商法と企業会計との間のギャップとしては、従来

から繰延資産等の問題が挙げられている。たとえば、

商法では繰延資産は資産とは認められていないが、

企業会計では発生主義に基づく厳然たる資産である
とされている。

　また、昨今、企業会計では連結会計が主流になりつ

つある。国際的な流れの中で、わが国でも連結会計へ

の流れが定着しつつある。しかし、わが国の商法は単
体企業を前提とした法体系であるので、なかなかう

まく対応できていない。商法の抜本改正を控えて、連

結会計に対応できるような法体系を整備すべく検討

を重ねている。現行商法に関しては、もはや考え方そ

のものを抜本的に改めていかなくてはならない時期

に差し掛かっている。
　このように、商法、あるいは企業会計を取り巻く環

境は激変している。現在、国会では時価会計が話題に

なっているが、いよいよこの時価会計が来年度から

全面的に導入されることになっている。今後、企業経

営にあたっては年金会計、時価会計、連結会計等のい
わゆる「会計ビッグバン」に正対していかなくてはな

らない。今後は企業会計の変化にあわせて、商法のあ

り方も企業会計制度と整合性のあるものとしなくて

はならない。我々もそういったことを念頭において
商法改正問題に取り組んでいる。

【株主代表訴訟制度の見直しについて】

　コーポレート・ガバナンスに関しては、私自身も非

常に関心を持っている。3年ほど前から、自民党の保
岡興治衆議院議員（前法務大臣）らとともに、超党派

の議員の間で議論を進めてきた。最終的に、自民党側

から今通常国会で議員立法として提出したいという

話があった。それを受けて、公明党内においても議論
したが、党内の調整が難航し、党としての意見をなか

なかまとめきることができなかった。最終的には党

内での喧喧諤諤たる意見を調整し、つい先日、ようや

く党としての方向性を「企業統治に関する商法等の
改正案」（中間取りまとめ）にまとめた。

　公明党の中間取りまとめ案では、第一点目に「選択

制」を掲げている。従来の商法の改正時にも、何度か

監査役の権限を強化してきたが、監査役制度が当初

想定していたようには機能してないのではないかと
いう指摘も多々ある。コーポレート・ガバナンスの観

点からすると、監査役制度よりも社外取締役を中心

とする監査委員会が経営内容をチェックしていく体

制の方が望ましいのではないかという考え方もあ
る。しかし、わが国の監査役制度にも長い歴史がある

ので、一挙に制度を変えてしまうわけにもいかない。

そこで、両者を選択することができる制度として「選

択制」を提案している。ただ、「選択制」を今通常国会

での議員立法に盛り込むことは時間的にも困難であ
ることから、今回は自民党の要綱案に盛り込まれて

いる監査役の権限強化を実現することを前提に、将

来の「選択制」の導入を提案した。

　第二点目は、株主代表訴訟における取締役等の損
害賠償責任の軽減に関する問題である。自民党案で

は、「定款の定めに基づき、取締役会決議による場合」

と、「株主総会の特別決議による場合」の２つの方法

を挙げている。一方、公明党案では、２つの方法のう

ち、前者には問題があるとしている。その理由とし
て、①取締役同士の馴れ合いの危険性、②株主総会の

決議による軽減に加えて、取締役会の決議によって

軽減を認める必要がない、③軽減の権限を株主総会

と取締役会とに並立的に認めるのは、他の主要国に
おいても例がない、④軽減の決議を行った取締役会

の構成員を対象に二次的な株主代表訴訟を誘発す

る、⑤株主にとって取締役のいかなる行為が問題と

なるのかまったく予見できないにもかかわらず、定

款をもって取締役に対し、事前的、包括的な責任軽

減を授権することは問題である、といった点を挙げ

ている。
　第三点目としては、損害賠償責任の上限の問題を

挙げている。自民党の要綱案では、取締役の報酬の

2年分を上限としているが、公明党案では、報酬の

内容を明確化し、使用人分を含めた報酬、退職慰労
金、ストック・オプションの実行によって得た経済

的利益等も報酬の範囲に含めることとしている。

　第四点目は株主代表訴訟への補助参加の問題で

ある。先日、1月30日の最高裁の判決によって会

社の補助参加への道が大きく拓かれたということ
もあり、結果的には裁判所の判断に委ねるという形

とした。

　第五点目は行為時株主の問題である。自民党の要

綱案では、「取締役又は監査役の会社に対する責任の
原因となる行為があることを知って株式を取得した

株主は、株主代表訴訟を提起することができないも

のとする」とされている。その中で、「知らなかったこ

とについて過失がある場合も含む」となっているが、

公明党案では、「知らなかったことについて過失があ
る場合には提起を行い得るもの」としている。

　以上、公明党案の骨子を五点挙げたが、公明党内に

は検事出身である神崎代表をはじめ法曹関係者が多

く、各々が「一家言」を持っており、私自身も座長とし
て党内の意見を調整するのに大変苦労している。今

後は、与党間で折り合いをつけるべく、妥協点を模索

していく必要はあるが、私どもとしても何とか今通

常国会でまとめ上げたいと考えている。

【金庫株問題】

　金庫株についても、与党三党の証券市場等活性化

対策に関するプロジェクト・チームの協議では、今通

常国会で成立させようということになった。金庫株
については何点か問題点があるが、資本準備金を取

得原資に含めるかどうかという問題と、取得から処

分までの間に発生した損益を通常の損益取引とする

のか、資本取引とするのかという問題が大きなポイ

ントとなってくるように思う。現在、まさにこの点に
ついて議論している最中である。
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